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団体名 所在地 申請事業名 対象地域 事業概要 助成予定額（円）

一般社団法人
全国コミュニティ財団協会
（休眠預金活用プロジェクト・デザ
イン研修コンソーシアム）

<コンソーシアム申請>
公益財団法人
みらいファンド沖縄

京都府
地域の声を聞き、最適な案件形成を実現する伴
走支援事業

全国

この事業は地域に根ざし、地域特化型の資金仲介組織＆休眠制度上の【資金分配団体を目指す
組織に向けた育成事業】で、JANPIAの示す助成事業における各段階のうち、本事業では特に
「案件形成」から適切な助成事業の企画の能力獲得を目指しています。当方らが考える助成事業
の実施に際しては、プログラム・オフィサー（以下、PO）とプログラム・ディレクター（以下、ＰＤ）の
業務分担をする事業形態、並びに単に資金を仲介するだけではなく「コミュニティリーダーシップ」
を発揮する組織を目指し、ＰＯの上位職たる「PD育成」を重視しておりいます。
地域課題には、地域の市民目線だからこそ見つけることができる困難や課題があり、それは
JANPIAが掲げる「優先的に解決すべき社会の諸課題及びその解決策は地域や分野等によって
多様であることに十分配慮する」という原則における「地域の新しい課題」と「取り残された課題」
にほかならない。
事業は大きく3つで構成される。
(1)案件形成
＞地域課題の発見
＞課題の構造分析（背景、推移、当事者・関係者、具体的な問題）
(2)地域のマルチステークホルダーの課題共有
＞地域対象者へのインタビュー等による実際の課題の姿を把握
＞円卓会議の設定準備　or 調査結果を白書として作成
＞円卓会議の実施　or 白書の共有会の実施
＞課題解決のステークホルダーグループの組成
（3）助成事業の企画：事業デザインと成果へのシナリオ構築
・課題解決への事業設計
＞課題の構造分析と課題解決のステークホルダーの組成から事業デザインをより具体的、より
「効果的な案件組成＝適切で効果的な助成事業」へと昇華させる
・事業設計を対象者、登場するステークホルダーを組み込み、ロジックモデルに表現し、PCMに
よって検証する。
・具体的な事業計画に落とし込み、実現可能でより効果的なアウトカムを生むシナリオへと進化さ
せる。

50,000,000

資金支援の担い手の支援

公益財団法人
パブリックリソース財団

東京都

社会課題分野及び空白地域における自立的資金
分配団体の創生支援事業
－課題・地域に根差した助成・伴走支援を行う自
立した資金の担い手成長支援事業－

全国
（支援対象団体の
所在地。支援対
象団体の活動地
域は団体によって

異なる）

1　支援対象：社会課題の分野別の中核的団体等で資金支援を志向する団体、及び資金分配団
体空白地域に所在する地域型の資金仲介組織を対象とする。

2　支援方法
〇支援対象団体をアセスメント（弊財団「組織診断プログラム」を活用）し、資金仲介組織を目指す
にあたっての組織課題を把握する。
〇アセスメント結果に基づき、メンターを派遣。団体ごとに課題の克服計画を策定する。
〇資金支援の担い手団体（資金分配団体）として必要な事項に関する基礎研修（講義・ワーク
ショップ）とピアラーニングにより、参加団体が相互に学び合い、協働して非営利・ソーシャルセク
ターを伸長することを目指す。
〇研修を通じて各団体の専門性を生かした助成プログラムを策定し、2027年度資金分配団体に
応募する。
〇応募後は、資金調達やアドボカシー、規定類の整備等を研修で扱い、自立した資金の担い手を
目指す。
〇過去に当財団の助成対象となった実行団体等の協力を得て、実行団体等の現場において、支
援対象団体が組織診断や伴走支援を体験・実践する実地研修を実施する。
〇メンターと支援対象団体との信頼関係のもと、きめ細かい相談・指導を行い、終了後もメンター
との協力関係が継続するよう工夫する。

3　目指す成果
01　支援対象団体が、助成事業を自組織のミッション・ビジョンに沿う事業と定めて進めるための
組織決定ができるとともに、資金分配の担い手として十全な活動をするために必要な課題の克服
にむけた計画を立てる。
02　調査研究の実施、社会課題の掘り下げによる案件発掘、社会のニーズにあった助成プログラ
ムを策定する。
03　支援対象団体が、助成プログラムのインパクトを生む工夫を行う体制ができる、インパクトを
確認する方法を習得する、インパクトを生み出す包括的な助成プログラムを休眠預金活用事業
(資金分配団体)に応募する。
04　支援対象団体が、民間資金の掘り起しなど助成プログラムの成果を継続、波及する方法を整
える。
05　支援対象団体が、支障なく確実に助成事業を行うために必要な組織基盤・ガバナンスを確立
する。

64,623,600
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認定特定非営利活動法人
コミュニティ・サポートセンター神
戸

兵庫県
見えにくい社会課題を解決するためのコミュニティ
創出と組織基盤強化支援事業

兵庫県を主とした
地域

地域社会に潜在する「見えにくい社会課題」を解決するために、支援対象団体に対する個別伴走
支援及び合同研修によりコミュニティの創出と組織基盤強化を支援する。事業を通して休眠預金
の実行団体になり得る組織基盤を備えた団体の創出を目指す。「見えにくい社会課題」とは「統計
や数字に現れにくく、かつ制度でもカバーされにくい、現場の生活相談等で初めて見える課題で
ある。
【支援対象領域】領域１：生活困難な子ども・若者支援、領域２：孤立・孤独化が進む地域コミュニ
ティ支援、領域３：孤立する外国人の地域共生支援
【支援内容】
①支援対象団体に対する組織課題のアセスメント、取り組む課題の決定
②組織課題を改善するための実行計画の作成
③実行計画に基づくコミュニティ創出
④実行計画に基づく組織基盤強化
【事業期間】1年間をベースの支援期間とし、最大2年間のフォローアップ期間を設ける。
【支援団体数】実数5団体、延べ最大11団体
【短期アウトカム】休眠預金の実行団体になり得る体制が整いつつある。
❶コミュニティ創出支援：対象者および対象者を支援するコミュニティが各１か所創出される。
❷組織基盤強化支援：実行団体になり得る組織基盤が整いつつある。「地域課題に取り組むNPO
等に対する運営支援のための自己診断カルテ（以下「自己診断カルテ」）の平均点が5点満点中
3.5点以上となる。
【長期アウトカム】休眠預金等を活用しながら見えにくい社会課題を解決する主体となっている。
❶コミュニティ創出支援：コミュニティ同士の連携が生まれ、多様な地域資源によるエコシステム
により支えられている状態。当事者側が支援されるだけにとどまらず、社会での役割を担い双方
向性が生まれている状態。
❷組織基盤強化支援：支援対象団体が広報など地域のハブ機能を有するようになっている。カル
テによる自己診断を行い改善する文化が組織に定着している。

※当事業におけるコミュニティとは、当事者や当事者に共感する支援者の集まり、およびそこで実
施される活動や事業を指す。

35,231,000

公益社団法人
日本サードセクター経営者協会

東京都
「共創型ストラテジスト」育成を通じた団体の事業
実施力・組織運営力の向上

東海地区 3県
（岐阜県・三重県・

愛知県）
東北地区 6県

（青森県・秋田県・
山形県・岩手県・
宮城県・福島県）

本事業では、地域課題の解決に取り組むNPO・社会的企業等を対象に、事業実施力と組織運営
力の向上を図り、持続可能で実効性の高い事業の開発を支援するOJT型の人材育成・事業開発
支援プログラムを提供する。
特に、将来的に休眠預金等活用事業の実行団体となることを目指し、様々な連携先との協働を
通じて「収益を伴う事業づくり」に挑む団体を支援対象とし、団体内の中核人材（経営者、次世代
リーダー候補など）が、実際に地域や企業、行政など周囲の協力を引き出しながら事業を共創し
ていくプロセスに伴走支援する。

本プログラムの特徴は、リビングラボの手法を取り入れたOJT型の支援にある。リビングラボで
は、①ビジョンの共創・合意形成、②ロジックモデルの作成・相互調整、③事業アイデアの創発、
④協働型ビジネスモデルの構築、⑤プロトタイピング（MVP開発）、⑥フィジビリティスタディ
（PoC）、⑦成果発信・新たな資源調達という7つのステップを経ながら団体の事業を具体化し、段
階的に地域に実装する。
各ステップに連動して、必要に応じた実践的研修（合意形成手法、アイデア創発法、資源調達な
ど）を提供し、学びと実践を効果的に結びつけ、専門家による個別伴走支援、他団体との相互学
習の機会やフォローアップなどを組み合わせることで、きめ細やかかつ柔軟に、実効的な支援プ
ログラムを構築する。

本プログラムが目指す成果は、各団体が自らのビジョンに基づいて、支援者・協力者らとともに実
行可能な事業計画を策定・実証事業を展開できるようになること。また、そのプロセスを通じて団
体の中核人材が「共創型ストラテジスト」として成長し、自ら課題を発見し、外部と協働しながら解
決策を形にしていく力を身につけること。そして、これらの成果を実際に地域内での信頼と連携を
育み、持続的な活動基盤を構築しながら実現していくこととしている。

50,001,800

※各団体の申請書類より作成。

民間公益活動を実施する担い手の支援
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